
建設関連業務に係る競争入札の参加資格等に関する規程

（昭和６１年宮城県告示第１２４３号）

（趣旨）

第１条 この規程は、財務規則（昭和３９年宮城県規則第７号）第９５条第１項、第１０

４条第１項及び第１０５条の規定に基づき、建設工事に係る調査、測量又は設計の業務

（以下「建設関連業務」という。）を発注する場合の一般競争入札又は指名競争入札

（以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な資格(以下｢参加資格｣という。)及

びその申請手続等に関し必要な事項を定めるものとする。

（参加資格）

第２条 競争入札に参加しようとする者は、次の各号のいずれかに該当する者であっては

ならない。

(1) 契約を締結する能力を有しない者（契約締結のために必要な同意を得ている被補

助人、被保佐人又は未成年者を除く。）及び破産者で復権を得ないもの

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３

２条第１項各号に掲げる者

(3) 第１２条第２項の規定による参加資格の取消しを受け、同条第４項に規定する期

間（以下「参加資格喪失期間」という。）を経過していない者

(4) 別表第一の上欄に掲げる業務の種類に応じ、同表の中欄に掲げる法令等の規定に

よる登録（以下「法令等の登録」という。）を受けていない者

(5) 契約の種類及び金額に応じ、経営の規模及び状況からみて債務不履行のおそれが

あると認められる者

(6) 都道府県税を完納していない者

(7) 消費税及び地方消費税を完納していない者

（参加資格の承認等）

第２条の２ 知事は、参加資格の承認を２箇年度に一回行うものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、参加資格の承認を受けていない者が参加資格の承認を申請

したときには、知事は、四半期ごとに参加資格の承認を行うものとする。

３ 第５条の規定により参加資格の承認を受けた者で、第７条第１項に規定する有効期間

が満了していないもの（以下「有資格者」という。）が、参加資格の業種又は部門の追

加の承認を申請したときには、四半期ごとに参加資格の業種又は部門の追加を承認する

ものとする。

（申請）

第３条 前条各項の承認を申請する者（以下「申請者」という。）は、前条第１項又は第

２項に規定する参加資格の承認を申請するときは次の各号に掲げる書類を、前条第３項

に規定する参加資格の業種又は部門の追加の承認を申請するときは第２号から第５号ま

で及び第１１号に掲げる書類を添えて、それぞれ建設関連業務競争入札参加資格承認申

請書（様式第１号。以下「申請書」という。）又は建設関連業務競争入札参加資格業種

（部門）追加承認申請書（様式第１号の２。以下「追加申請書」という。）を知事に提



出しなければならない。

(1) 第２条第２号に該当する者でない旨の誓約書（様式第１号の３）

(2) 法令等の登録の通知の写し

(3) 経営規模等総括表（様式第２号）

(4) 技術職員名簿（様式第３号）及び資格者証等の写し

(5) 参加資格の申請を行う日（以下「申請日」という。）の属する事業年度の直前の

事業年度（当該事業年度の決算が確定していないときは、その前事業年度）の貸借

対照表、損益計算書及び法人にあっては利益処分に関する書類の写し

(6) 都道府県税の納税証明書

(7) 消費税及び地方消費税の納税証明書

(8) 公益財団法人日本適合性認定協会（平成５年１１月１日に財団法人日本品質シス

テム審査登録認定協会という名称で設立された法人をいう。以下同じ。）又は当該

法人と相互承認している認定機関が認定した審査登録機関が発行したＩＳＯ９００

０シリーズ及びＩＳＯ１４０００シリーズの認証又はみちのく環境管理規格認証機

構のみちのく環境管理規格の認証登録を受けている場合には、その認証書又は認証

登録書の写し

(9) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者

雇用促進法」という。）に基づき身体障害者又は知的障害者（以下「障害者」とい

う。）の雇用義務がある場合には、障害者雇用促進法第４３条第７項の規定による

報告書の写し

(10) 本県が実施する「女性のチカラを活かす企業」認証制度に基づく確認書の交付又

は知事表彰を受けた場合には、その確認書又は表彰状の写し

(11) 知事が特に必要と認めるもの

２ 知事は必要に応じ、第５条に規定する審査及び第６条に規定する総合評点の付与にお

いて必要な書類の提示を随時求めることができる。

（申請書の受付時期）

第４条 第２条の２第１項の参加資格の承認に係る申請書の受付は、参加資格の承認を行

う日の属する年度の前年度の知事が別に定める期間内に行うものとする。

２ 第１２条第２項の規定により参加資格を取り消された者で、参加資格喪失期間が満了

する日の翌日以後の競争入札に参加するためにその日の属する年度に係る参加資格の承

認を受けようとする者は、当該参加資格喪失期間内であっても、前項の期限までに当該

年度に係る参加資格の承認の申請を行うことができる。

３ 第２条の２第２項の参加資格の承認に係る申請書及び同条第３項の参加資格の業種又

は部門の追加の承認に係る追加申請書の受付は、参加資格の承認を行う日の一月前まで

随時行うものとする。

（参加資格の審査等）

第５条 知事は、第３条第1項の規定により申請書の提出を受けた場合は、その内容の審

査を行い、適格と認めたときは参加資格又は参加資格の業種若しくは部門の追加を承認

し、当該申請者に対し建設関連業務競争入札参加資格承認通知書（様式第４号）を交付

するとともに建設関連業務競争入札参加資格承認者名簿（様式第５号）に登録し、不適



格と認めたときは当該申請者に対し建設関連業務競争入札参加資格不承認書（様式第６

号）を交付する。

（総合評点の付与）

第６条 知事は、前条の規定により参加資格又は参加資格の業種の追加を承認したときは、

次に掲げる事項について総合評点を付与するものとする。

(1) 申請日の属する事業年度の直前の事業年度（当該事業年度の決算が確定していな

いときはその前の事業年度。以下同じ。）及びその直前の事業年度の申請業種ごと

の年間平均実績高（以下「業種別年間平均実績高」という。）

(2) 申請日の属する事業年度の直前の事業年度の決算期における自己資本額

(3) 申請日の業種区分ごとの資格取得者数

(4) 営業年数

(5) 公益財団法人日本適合性認定協会又は当該法人と相互承認している認定機関が認

定した審査登録機関が発行したＩＳＯ９０００シリーズ及びＩＳＯ１４０００シリ

ーズの登録証等の件数又はみちのく環境管理規格認証機構が発行したみちのく環境

管理規格の認証登録の件数

(6) 障害者雇用促進法に基づく障害者の雇用の状況

(7) ポジティブ・アクション（男性を職場の中心とする慣行及び男女の固定的な役割

分担の意識を解消し、女性が職場において能力を十分に発揮できるようにするため

の積極的な取組をいい、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進す

るために全ての労働者を参照対象に行う取組を含む。以下同じ。）の推進の状況

(8) 本県の建設工事入札参加登録業者等の指名停止に関する定めに基づく指名停止を

受けた月数

２ 総合評点は、次の算式によって算定するものとする。

算式

Ａ×３＋Ｂ＋Ｃ×５＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ

算式の符号

Ａ 業種別年間平均実績高（業種別の直近２年の年間平均実績高）の欄に掲げる区分

に応じ次の表の点数欄に掲げる点数

業 種 別 年 間 平 均 実 績 高 点 数

２０億円以上 ３０点

１０億円以上２０億円未満 ２５点

５億円以上１０億円未満 ２０点

１億円以上５億円未満 １５点

５千万円以上１億円未満 １０点



５千万円未満 ５点

Ｂ 次の表の自己資本額数値（直前の事業年度の決算における自己資本額を年間平

均実績高（申請日の属する事業年度の直前の事業年度及びその直前の事業年度の

建設関連業務全体の年間平均実績高をいう。）で除し、１００を乗じて得た数値を

いう。）の欄に掲げる区分に応じ同表の点数の欄に掲げる点数

自 己 資 本 額 数 値 点 数

１０以上 ３０点

５以上１０未満 ２０点

５未満 １０点

Ｃ 次の表（２）の合計数値（次の表（１）の資格取得者の欄の左欄に掲げる者の数

に５を、同表の資格取得者の欄の右欄に掲げる者の数に２を乗じて得た数値を合計

した数値をいう。）の欄に掲げる区分に応じ次の表（２）の点数の欄に掲げる点数

表（１）

業種 資格取得者

測量 測量法（昭和２４年法律第１８８ 測量法による測量士補の登録を受け

号）による測量士の登録を受けてい ている者（測量士の登録を受けてい

る者 る者を除く。）

建設 技術士法（昭和５８年法律第２５ 建設業法（昭和２４年法律第１００

コン 号）による第２次試験のうち技術部 号）による技術検定のうち検定種目

サル 門を機械部門（選択科目を機械設 を１種の土木施工管理とするものに

タン 計、機構ダイナミクス・制御又は流 合格した者、計量法（平成４年法律

ト 体機器とするものに限る。）、電気電 第５１号）による計量士（環境計量

子部門、建設部門、上下水道部門 士（濃度関係）及び環境計量士（騒

（選択科目を上水道及び工業用水道 音・振動関係）に限る。）の登録を

又は下水道とするものに限る。）、農 受けている者、電気事業法（昭和３

業部門（選択科目を農業農村工学と ９年法律第１７０号）による第１種

するものに限る。）、森林部門（選択 電気主任技術者免状の交付を受けて

科目を森林土木とするものに限 いる者、電気通信事業法（昭和５９

る。）、水産部門（選択科目を水産土 年法律第８６号）による第１種伝送

木とするものに限る。）、情報工学部 交換主任技術者資格者証の交付を受

門、応用理学部門（選択科目を地質 けている者及び線路主任技術者資格



とするものに限る。）又は総合技術 者証の交付を受けている者並びに一

監理部門（選択科目を機械部門、電 般社団法人建設コンサルタンツ協会

気電子部門、建設部門、上下水道部 （昭和３８年３月４日に社団法人建

門、農業部門、森林部門、水産部 設コンサルタンツ協会という名称で

門、情報工学部門又は応用理学部門 設立された法人をいう。）の行うＲ

の選択科目（機械部門にあっては機 ＣＣＭ資格試験に合格し、登録を受

械設計、機構ダイナミクス・制御又 けている者

は流体機器、上下水道部門にあって

は上水道及び工業用水道又は下水

道、農業部門にあっては農業農村工

学、森林部門にあっては森林土木、

水産部門にあっては水産土木、応用

理学部門にあっては地質に限る。）

とするものに限る。）とするものに

合格し、同法による登録を受けてい

る者

地質 技術士法による第２次試験のうち技 一般社団法人全国地質調査業協会連

調査 術部門を建設部門（選択科目を土質 合会（昭和３９年２月２０日に社団

及び基礎とするものに限る。）、応用 法人全国地質調査業協会連合会とい

理学部門（選択科目を地質とするも う名称で設立された法人をいう。）

のに限る。）又は総合技術監理部門 の行う地質調査技士資格検定試験に

（選択科目を建設部門の土質及び基 合格し、登録を受けている者

礎又は応用理学部門の地質とするも

のに限る。）とするものに合格し、

同法による登録を受けている者

補償 不動産の鑑定評価に関する法律（昭

コン 和３８年法律第１５２号）による不

サル 動産鑑定士の登録を受けている者、

タン 土地家屋調査士法（昭和２５年法律

ト 第２２８号）による土地家屋調査士

の登録を受けている者、司法書士法

（昭和２５年法律第１９７号）によ

る司法書士の登録を受けている者、

一般社団法人日本補償コンサルタン

ト協会（昭和５２年７月１１日に社

団法人日本補償コンサルタント協会

という名称で設立された法人をい

う。）の付与する補償業務管理士の

資格を有し、登録を受けている者



建築 建築士法（昭和２５年法律第２０２ 建築士法による２級建築士の免許を

設計 号）による構造設計1級建築士証又は 受けている者（１級建築士の免許を

設備設計１級建築士証の交付を受け 受けている者を除く。）及び公益社

ている者及び１級建築士の免許を受 団法人日本建築積算協会（昭和５０

けている者（構造設計１級建築士証 年７月１０日に社団法人日本建築積

又は設備設計１級建築士証の交付を 算協会という名称で設立された法人

受けている者を除く。）並びに建築 をいう。の行う建築積算士試験に合

士法施行規則（昭和２５年建設省令 格し、登録を受けている者

第３８号）による建築設備士の登録

を受けている者

表（２）

合計数値 点 数

１１０以上 ３０点

６５以上１１０未満 ２５点

４０以上６５未満 ２０点

１５以上４０未満 １５点

１５未満 １０点

Ｄ 次の表の営業年数の欄に掲げる区分に応じ同表の点数の欄に掲げる点数

営業年数 点 数

１０年以上 ３０点

１０年未満 ２０点

Ｅ 次の表のＩＳＯ登録証等又はみちのく環境管理規格の認証登録の取得状況の欄に

掲げる区分に応じ同表の点数の欄に掲げる点数

ＩＳＯ登録証等又はみちのく環境管理規格の認証登録の取得状 点 数

況

ＩＳＯ９０００シリーズの登録証等を受けている場合 １０点

ＩＳＯ１４０００シリーズの登録証等を受けている場合 １０点



みちのく環境管理規格の認証登録を受けている場合 １０点

（ただし、ＩＳ

Ｏ１４０００シ

リーズ登録証等

を受けている場

合との重複加点

は 、 行 わ な

い。)

Ｆ 次の表の障害者の雇用の状況の欄に掲げる区分に応じ同表の点数の欄に掲げる

点数

障害者の雇用の状況 点 数

障害者雇用促進法第４３条第１項の規定による雇用義務がある １０点

場合で雇用する障害者の数が法定雇用障害者数以上であるとき

障害者雇用促進法第４３条第１項の規定による雇用義務がない １０点

場合で障害者を１人以上雇用しているとき

Ｇ 次の表のポジティブ・アクションの推進の状況の欄に掲げる区分に応じ同表の点

数の欄に掲げる点数

ポジティブ・アクション推進の状況 点 数

参加資格の申請時において「女性のチカラを活かす企業」認証 １０点

制度に基づく確認書の交付を受けている場合

参加資格の承認を行う日の属する年度の初日（以下「基準日」 １０点

という。）の属する年度の直前の５年度の間に「女性のチカラ

を活かす企業」認証制度に基づく知事表彰を受けている場合

Ｈ 次の表の点数の欄に掲げる点数

指名停止の状況 点 数

基準日の属する年の直前の２年間に指名停止を受けた場合 指名停止を受け

た月数（指名停

止を受けた月数

が１か月に満た



ない場合は、こ

れを切り捨てる

ものとする。）

にマイナス２点

を乗じた点数

（資格基準）

第６条の２ 知事は、第５条の参加資格の審査又は参加資格の業種の追加の審査の結果に

基づき、別表第二の上欄に掲げる発注業務の種類及び同表の中欄に掲げる条件に応じ、

それぞれ同表の下欄に掲げる等級に区分するものとする。

２ 知事は、前項の規定により区分された等級に基づき、別表第三の上欄に掲げる発注業

務の種類及び同表の中欄に掲げる等級に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる委託金額の

範囲内の金額の委託業務の入札に参加させるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、特に必要があると認められる場合は、当該等級以外の等級

に属する参加資格の承認を受けた者についても入札参加させることができるものとする。

（参加資格の有効期間等）

第７条 参加資格の有効期間は、知事が指定した２会計年度とする。ただし、第２条の２

第２項又は第３項の規定に係るものについては、この限りでない。

２ 有資格者が、更新のため第３条の規定により申請書を提出した場合においては、当該

申請書に係る建設関連業務競争入札参加資格承認書又は建設関連業務競争入札参加資格

不承認書の交付を受けるまでの間は、有効期間が満了した後においても、なお参加資格

を有するものとする。

（変更届）

第８条 有資格者は、次に掲げる事項について変更があったときは、その事実を証する書

類を添えて、遅滞なく建設関連業務競争入札参加資格に係る変更届（様式第７号）を知

事に提出しなければならない。

(1) 法令等の登録に係る登録番号及び登録年月日

(2) 商号又は名称

(3) 住所又は所在地

(4) 代表者又は受任者の氏名

(5) 電話番号

(6) その他知事が必要と認める事項

（参加資格喪失届）

第９条 有資格者が、次の各号のいずれかに該当することとなった場合においては、当該

各号に掲げる者は、次条の規定により参加資格の承継申請を行う場合を除き、遅滞なく

建設関連業務競争入札参加資格喪失届（様式第８号）を知事に提出しなければならない。

(1) 第２条第１号又は第４号に該当した場合 有資格者

(2) 死亡した場合 その相続人



(3) 合併により消滅した場合 その役員であった者

(4) 破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人

(5) 特別清算が開始された場合 その清算人

(6) 合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散した場合 その清算人

(7) 参加資格の承認を受けた部門の営業を廃止した場合 有資格者

（参加資格の承継）

第１０条 有資格者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合においては、当該

各号に掲げる者で第２条各号のいずれにも該当しないものは、知事の承認を受けて参加

資格を承継することができる。

(1) 死亡した場合 その相続人

(2) 法人を設立した場合 その法人

(3) 企業再編した場合 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に掲げる法人

イ 合併した場合 合併後の法人

ロ 分割により建設関連業務の全部又は一部を承継した場合 建設関連業務を承継

した法人

ハ 事業譲渡により建設関連業務の全部又は一部を承継した場合 建設関連業務を

承継した法人

２ 前項の承認を受けようとする者は、参加資格の承継の原因を証する書面を添えて、建

設関連業務競争入札参加資格承継申請書（様式第９号）を知事に提出しなければならな

い。

３ 参加資格の承継の承認を受けた者の参加資格の有効期間は、参加資格の被承継者の有

効期間の残存期間とする。

（総合評点等の再評価）

第１１条 合併後の有資格者又は分割若しくは事業譲渡により建設関連業務の全部若しく

は一部を承継した有資格者は、総合評点及び資格基準の再評価を受けることができる。

２ 現に指名停止を受けている法人若しくは第６条第２項Ｈの表の規定による点数が加算

されている法人（以下「指名停止者」という。）と合併した有資格者又は分割若しくは

事業譲渡により建設関連業務の全部若しくは一部を指名停止者から承継した有資格者は、

総合評点及び資格基準の再評価を受けなければならない。

３ 第１項の規定により総合評点及び資格基準の再評価を受けようとする有資格者は建設

関連業務競争入札参加資格再評価承認申請書（様式第１０号）を、前項の規定により総

合評点及び資格基準の再評価を受けなければならない有資格者は事業承継届出書（様式

第１１号）を、再評価に必要な書類を添えて知事に提出しなければならない。

４ 第６条及び第６条の２第１項の規定は、第１項及び第２項に規定する総合評点及び資

格基準の再評価に準用する。

（参加資格の取消し）

第１２条 知事は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、参加資格を取り消

す。

(1) 第９条各号のいずれかに該当することとなった場合で届出がなかったとき。



(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいず

れかに該当することとなったとき（契約締結のために必要な同意を得ている被補助

人、被保佐人又は未成年者を除く）。

(3) 不正の手段により有資格者となったとき。

(4) 故意に前条第２項の規定による再評価を受けなかったとき。

２ 知事は、有資格者が地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当す

ると認められるときは、参加資格を取り消すことができる。

３ 知事は、前２項の規定により参加資格を取り消したときは、建設関連業務競争入札参

加資格取消通知書（様式第１２号）により、参加資格を取り消された者に通知する。

４ 第２項の規定により参加資格を取り消された者は、前項の通知があった日から３年を

超えない範囲で知事が定める期間、入札参加の資格を失う。

５ 知事は、第２項の規定により参加資格を取り消された者が参加資格喪失期間が満了す

る日の翌日以後の競争入札に参加しようとする場合において、参加資格の承認を申請す

る旨の書面の提出があったときは、第７条第２項に規定する有効期間に限り、参加資格

の承認をすることができる。

（参加資格の抹消）

第１３条 知事は、第９条の規定により有資格者が参加資格を喪失したとき、又は前条第

１項及び第２項の規定により参加資格を取り消したときは、建設関連業務競争入札参加

資格承認者名簿から当該有資格者の登録を抹消しなければならない。

（雑則）

第１４条 この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。

別表第一（第２条関係）

業務の種類 法 令 等 の 登 録 部 門

測 量 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条の 公共測量 その他

規定による登録

建設コンサル 建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省 河川、砂防及び海岸

タント 告示第７１７号）第５条の規定による登録 ・海洋 港湾及び空

港 電力土木 道路

鉄道 上水道及び

工業用水道 下水道

農業土木 森林土

木 水産土木 造園

都市計画及び地方

計画 地質 土質及

び基礎 鋼構造及び

コンクリート トン



ネル 施工計画・施

工設備及び積算 建

設環境 機械 電気

電子

地 質 調 査 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第 土質調査 岩盤調査

７１８号）第５条の規定による登録 物理探査 試験・

計測 その他

補償コンサル 補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省 土地調査 土地評価

タント 告示第１３４１号）第５条の規定による登録 物件 機械工作物

営業補償・特殊補

償 事業損失 補償

関連 総合補償

建 築 設 計 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条 建築 電気設備 機

の規定による登録 械設備 耐震診断

別表第二（第６条の２関係）

発注業務の種類 条件

等級

業種 総合評点

測量 公共測量 その他 １７０点以上 Ａ

１６９点以下 Ｂ

建設コンサル 河川、砂防及び海岸・海洋 港湾及び空港 電力土

タント 木 道路 鉄道 上水道及び工業用水道 下水道 １８０点以上 Ａ

農業土木 森林土木 水産土木 造園 都市計画及

び地方計画 地質 土質及び基礎 鋼構造及びコン

クリート トンネル 施工計画・施工設備及び積算

建設環境 機械 電気電子 １７９点以下 Ｂ

地質調査 土質調査 岩盤調査 物理探査 試験・計測 その １７０点以上 Ａ

他

１６９点以下 Ｂ

補償コンサル 土地調査 土地評価 物件 機械工作物 営業補償 １５０点以上 Ａ



タント ・特殊補償 事業損失 補償関連 総合補償

１４９点以下 Ｂ

建築設計 建築 電気設備 機械設備 耐震診断 １５０点以上 Ａ

１４９点以下 Ｂ

別表第三（第６条の２関係）

発注業務の種類

等級 委託金額の範囲

業種

測量 公共測量 その他 Ａ ５００万円以上

Ｂ １０００万円未満

建設コンサル 河川、砂防及び海岸・海洋 港湾及び空港 電

タント 力土木 道路 鉄道 上水道及び工業用水道 Ａ ５００万円以上

下水道 農業土木 森林土木 水産土木 造園

都市計画及び地方計画 地質 土質及び基礎

鋼構造及びコンクリート トンネル 施工計

画・施工設備及び積算 建設環境 機械 電気 Ｂ １０００万円未満

電子

地質調査 土質調査 岩盤調査 物理探査 試験・計測 Ａ ２５０万円以上

その他

Ｂ ５００万円未満

補償コンサル 土地調査 土地評価 物件 機械工作物 営業 Ａ ２５０万円以上

タント 補償・特殊補償 事業損失 補償関連 総合補

償 Ｂ ５００万円未満

建築設計 建築 電気設備 機械設備 耐震診断 Ａ ２５０万円以上

Ｂ ５００万円未満

附 則

（施行期日）

１ この告示は、昭和６１年１１月１日から施行する。

（経過措置）



２ 昭和６１年度における県が発注する建設関連業務の指名競争入札については、なお従

前の取扱いの例による。

３ 別表の下欄に掲げる部門に応じ、同表の中欄に掲げる法令等に規定する資格のある専

任の技術者を有している者は、平成１６年３月３１日までの間、第２条第３号に規定す

る法令等の登録を受けている者とみなす。

（参加資格の有効期間の特例）

４ 第７条第１項の規定にかかわらず、昭和６１年度に承認する参加資格の有効期間は、

一会計年度とする。

附 則（平成元年３月２４日告示第４２３号）

この告示は、平成元年３月２４日から施行する。

附 則（平成１０年３月３１日告示第４１１号）

この告示は、平成１０年４月１日から施行する。

附 則（平成１２年３月３１日告示第４２１号）

この告示は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則（平成１３年１２月１１日告示第１２６０号）

この告示は、平成１３年１２月１１日から施行する。

附 則（平成１４年３月２９日告示第３６８号）

この告示は、平成１４年４月１日から施行する。

附 則（平成１５年３月３１日告示第３１９号）

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１６年３月３０日告示第４３０号）

１ この告示は、平成１６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 別表第一の建設コンサルタント登録規程第五条の規定による登録及び地質調査事業者

登録規程第五条の規定による登録については、当分の間、技術管理者の認定及び技術士

の配置をもってする国への登録申請の受理（受理後に却下された場合を除く。）をもっ

て当該登録とみなす。

３ 別表第一の補償コンサルタント登録規程第五条の規定による登録については、当分の

間、補償業務管理者の配置をもってする国への登録申請の受理（受理後に却下された場

合を除く。）をもって当該登録とみなす。

附 則（平成１７年３月３１日告示第４４５号）

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、第６条の改正規定は、平成１

８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年３月２８日告示第３８０号）

この告示は、平成１９年１０月１日から施行する。

附 則（平成１9年9月２８日告示第９２２号）

この告示中第２条第２号及び第３号、第３条第１項、第４条第２項、第９条並びに第１

０条の改正規定、第１２条を第１４条とし、第１１の２を第１３条とする改正規定、第１

１条の改正規定、同条を第１２条とし、第１０条の次に１条を加える改正規定は、平成１

９年１０月１日から、その他の改正規定は平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年3月２８日告示第３５５号）

この告示は平成２０年４月１日から施行する。



附 則（平成２０年１０月２８日告示第１０１４号）

この告示は平成２０年１１月１日から施行する。ただし、第３条第１項第７号及び第６

条第２項の改正規定は、平成２０年１２月１日から施行する。

附 則（平成２１年 ３月２４日告示第 ２５８号）

１ この告示は平成２１年４月１日から施行する。ただし、第６条第２項の改正規定は、

平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現に改正前の建設関連業務に係る指名競争入札の参加資格等に関

する規程第２条の２の規定により参加資格の承認を受けている者は、改正後の建設関連

業務に係る競争入札の参加資格等に関する規程第２条の２の規定により参加資格の承認

を受けた者とみなす。

３ 改正後の建設関連業務に係る指名競争入札の参加資格等に関する規程第６条第２項の

規定は、平成２２年４月１日以後に参加資格の承認を受けようとする者に係る総合評点

の算定について適用し、同日前に参加資格の承認を受けようとする者に係る総合評点の

算定については、なお従前の例による。

附 則（平成２１年 ９月１５日告示第 ８５２号）

１ この告示は平成２１年１０月１日から施行する。ただし、第６条第２項Ｃの表の改正

規定は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日（以下「施行日」という。）前にポジティブ・アクション推進事

業に基づく確認書の交付又は知事表彰を受けた者に係る改正後の建設関連業務に係る競

争入札の参加資格等に関する規程（以下「新規程」という。）第３条第１項第９号並び

に第６条第１項第７号及び第２項Ｇの規定の適用については、第３条第１項第９号及び

第６条第１項第７号中「「女性のチカラは企業の力」普及推進事業」とあるのは「ポジ

ティブ・アクション推進事業」と、第６条第２項Ｇ中「「女性のチカラは企業の力」普

及推進事業」とあるのは「ポジティブ・アクション推進事業」とする。

３ 施行日前に建築積算資格者試験に合格した者に係る新規程第６条第２項Ｃの表建築設

計の項の規定の適用については、同項中「建築積算士試験」とあるのは、「建築積算資

格者試験」とする。

附 則（平成２６年２月１８日告示第１３０号）

１ この告示は平成２６年２月１８日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日前に「女性のチカラは企業の力」普及推進事業に基づく確認書の

交付又は知事表彰を受けた者に係る改正後の建設関連業務に係る競争入札の参加資格等

に関する規程（以下「新規程」という。）第３条第１項第９号及び第６条第２項Ｇの表

の規定の適用については、新規程第３条第１項第９号中「「女性のチカラを活かす企

業」認証制度」とあるのは「「女性のチカラは企業の力」普及推進事業」と、新規程第

６条第２項Ｇの表中「「女性のチカラを活かす企業」認証制度」とあるのは「「女性の

チカラは企業の力」普及推進事業」とする。

附 則（平成２６年１０月３１日告示第８７５号）

この告示は平成２６年１１月１日から施行する。

附 則（令和２年７月３１日告示第６４６号）



この告示は令和２年７月３１日から施行する。

附 則（令和３年６月２９日告示第５３７号）

（施行期日）

１ この告示は、令和３年６月２９日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現に改正前の第６条第２項Ｃの表(1)建設コンサルタントの項に

規定する資格取得者に該当する者は、改正後の第６条第２項Ｃの表(1)建設コンサルタ

ントの項に規定する資格取得者とみなす。

附 則（令和４年７月１日告示第５０７号）

この告示は令和４年７月１日から施行する。

附 則（令和5年8月1日告示第５２３号）

この告示は令和５年８月１日から施行する。


